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第１部 本編 

第１章 本研究の問題意識 

１． 本研究の位置づけ 

本研究は、中山間地域の高齢福祉、介護予防担当の職員、生活支援コーディネーター（以

下、「SC」という。）が、高齢福祉以外の地域づくり・まちづくりに関わる施策や活動を把

握した上で、生活支援の施策を位置付け、諸主体との関係の中で自らの役割を位置付けた上

で、地域づくりを進めることが重要であるとの立場に立っている。 

研究においては、2 つの特徴の異なる自治体を対象にフィールド調査を通じて、地域の状

況及びまちづくりの施策、地域の諸主体の活動を把握し、その中で高齢福祉担当及び SC が

どのような役割を地域で担いうるかを検討し、先に述べた基本的な立場の中山間地域の自

治体における妥当性を確認した。 

自治体担当者及び SC においては、本研究における取りまとめを踏まえ、自治体のまちづ

くり施策全体の中で、自らの施策や役割を位置付け、効率的かつ効果的に地域づくりを進め

られることを期待する。 

 

２． 背景 

中山間地域においては、人口減少・少子高齢化により地域の諸資源が限られる中で、自治

体及び生活支援コーディネーターが生活支援の推進に困難を抱えている。中山間地域（四国

地方の全市町村）を対象にしたアンケート調査では、80%以上の自治体が「地域の担い手が

いないこと」、60%以上の自治体が「地域の資源が不足していること」、「行政、地域の人員

が足りないこと」を地域づくり推進の課題として挙げている。 

地域の担い手不足の一方で、自治体としても資金や人材が限られる中で、地域づくりに十

分なリソースを充てることが難しい実態もある。地域づくりを推進する SC においても、自

治体や社会福祉協議会等の別の組織に所属しながら他の業務を兼務している場合も多く、

SC 本来の業務である地域づくりに十分な時間をかけることができていない状況がある。 

全国の自治体において、第 1 層の SC を専任のみで配置できている自治体は 35.4%、第 2

層の SC においては 30.6%であり、多くの自治体において SC は他の業務と兼任で配置され

ている。また、他の業務を兼務している SC のうち、業務時間の 6 割以上を SC の業務にか

けられている割合は、20%以下である。また、高齢福祉の施策を見渡すと、大半の高齢者は

加齢に伴い要介護度が重度化していくため、介護保険サービスの事業の実施にもリソース

をかける必要があり、自治体も介護予防や生活支援だけにリソースを配分するには限界が

ある。 
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図表 １-１ 中山間地域の自治体が地域づくりを推進する上での課題 

 

（出所）NTT データ経営研究所（2022）「中山間地域における地域共生社会を見据えた地

域包括ケアシステムの深化に関する調査研究事業」(p.21) 

 

図表 １-２ 生活支援コーディネーターの配置の状況 

 

（出所）NTT データ経営研究所（2021）「介護予防・日常生活支援総合事業及び生活支援体

制整備事業の実施状況に関する調査研究事業」 

 

図表 １-３ 兼任の生活支援コーディネーターの活動時間が占める割合 

 

（出所）NTT データ経営研究所（2021）「介護予防・日常生活支援総合事業及び生活支援体

制整備事業の実施状況に関する調査研究事業」 
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他方で SC の活動を見ると、本来「高齢者が地域で自立的な生活を営むことができるよう

支援する」ための手段であった、地域の事業を立ち上げることを目標に活動してしまうケー

スも少なくない。自治体も SC の役割を明確に定義できていない中で、活動の要綱を伝えて

社会福祉協議会や SC に業務を委託している場合もある。こうした状況においては、SC も

自らの活動がどのように評価されているか、何が成果と言えるか不安に感じており、客観的

に示しやすい実績（地域で事業を立ち上げた件数や協議体の開催の実績等）を作ることに注

力してしまうのではないか。現に、SC を対象にした調査では、4 割の SC が「何が活動の

成果と言えるのかわからない」、「活動がどう評価されているかがわからない」、「地域活動の

創出が難しい」と感じていることが示されている。 

他方で、これまで見た通り、中山間地域においては人口減少によって地域の資源や人材に

限界がある中で、高齢福祉分野において新たな事業の立ち上げによって地域で自立的に生

活できる環境を整備するアプローチには一定の限界があるものと考えられる。 

 

図表 １-４ 生活支援コーディネーターの抱える課題 

 
（出所）NTT データ経営研究所（2023）「生活支援コーディネーターと協議体や認知症地

域支援推進員等の活動プロセスを踏まえた体制整備の推進に関する調査研究」 
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これまで高齢福祉分野における地域づくりの実情について述べてきたが、自治体の総合

戦略やまちづくりにおいて高齢福祉分野は数ある施策の 1 つである。他分野の施策を見れ

ば、移住定住支援、関係人口の拡大（ひとの確保の観点）、産業・仕事づくり、施設や交通

網の整備（ハード面でのまちづくり）等、様々な事業が高齢者の生活に関わっており、高齢

福祉以外の分野におけるまちづくり施策の方が、介護分野よりも多くの資源が割かれてい

ることも多い。 

また、中山間地域においては、個人の生活が地縁団体の互助活動や地域の産業と密接不可

分の関係にある。例えば、農業を中心とした地域においては、草刈りや収穫等の仕事の多く

を地域住民が協働によって担っている。このように中山間地域の生活を成り立たせる上で

は、地域の産業から個人の生活に至るまでが混然一体となっている。これまで高齢福祉分野

においても様々な独自の地域づくりの取組が行われてきたが、より人口減少が進み、生活環

境の維持が厳しくなる中山間地域においては、地域の課題の解決を高齢福祉分野のみで充

足させようとするのではなく、地域で行われているまちづくりの全体を見渡し、そことの関

係を踏まえて SC に期待する役割を定義していくことが必要であると考えられる。 
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第２章 本研究の概要 

１． 本研究の位置づけ 

本研究は、高齢福祉以外の自治体の施策や地域の諸主体の活動の中で進められている地

域づくり・まちづくりの取組が存在することを踏まえ、中山間地域における高齢福祉担当の

職員や SC が、高齢福祉分野において自らの力だけで地域づくりを進めるのではなく、地域

づくり・まちづくりの活動全体を把握し、それらの諸主体と役割を調整しながら、地域で自

立した生活ができる環境づくりを推進することが重要であるとの立場に立っている。 

研究においては、2 つの特徴の異なるフィールドにおいて、地域の状況及びまちづくりの

施策、地域の諸主体の活動を把握し、その中で高齢福祉担当及び SC がどのような役割を地

域で担いうるかを検討しながら、本研究の基本的な立場の妥当性及び適用可能性を確認し

た。 

 

図表 ２-１ 本研究における基本的な立場（仮説） 

 

 

２． 調査研究の内容 

本研究では、まず、フィールドとなる自治体において、総合戦略等のまちづくりに関連す

る計画や、自治体や住民等への聞き取りを基に、中山間地域における課題やその解決に向け

た取組の主体や取組内容、地域における意義等について把握を行った。また、調査の中で得

られた地域における高齢福祉以外の分野でのまちづくりの取組において、自治体の高齢福

祉担当や SC が実施する生活支援体制整備事業との協働のあり方を、自治体担当者や地域の

関係主体へのヒアリングを基に検討を行った。 
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図表 ２-２ 調査研究の概要 

 

 

（１）対象フィールド 

本研究では主に中山間地域での生活支援のあり方を検討しているが、中山間地域等と一

言にいっても、人口規模や自治体の成り立ちも様々である。本調査研究においては、以下の

2 点を踏まえ、鹿児島県宇検村と秋田県横手市の 2 自治体を調査対象フィールドとして選定

した。 

1 つ目の観点は人口規模である。特に市町村合併によって周辺の市町村が合併した場合に

おいては、自治体全体では数万人の人口規模があり、中心部に市街地を持つ一方で、周辺部

において限界集落のような状況がある自治体も多く存在する。一方で、元々規模の小さな自

治体において、さらに人口減少が進んでいる状況も多く見られる。2 つ目の観点として、本

研究は高齢福祉分野以外の分野との連携が重要であることから、高齢福祉分野以外の分野

の施策や地域の住民活動と関連付けながら、地域づくりを進めようとしている自治体を選

定した。 
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図表 ２-３ フィールド自治体及び選定の観点 

 

 

  

（２）各フィールドでの調査方法 

 ①鹿児島県宇検村 

宇険村は、人口約 1,700 人程度と小規模な自治体であり、集落内での地域住民同士のつな

がりが強く、相互扶助の関係性の中で生活が営まれている。また、地域課題解決や重層的な

地域暮らしの支援をすることを意図して、村独自の職種である地域共生コーディネーター

を設置し、農業、産業振興、子育て支援等と連携した多様な取組を進めている。 

本研究においては、村の総合計画を踏まえて、地域の概要や課題、地域共生コーディネー

ター以外のまちづくり施策を整理した上で、上記のような複合的な役割を有するコーディ

ネーターを地域に配置することになった背景やその活動の内容、生活支援における意義等

を、ヒアリング等を通じて調査を行った。また、調査の結果を踏まえて、改めて、地域共生

コーディネーターのまちづくりの施策における立ち位置や意義、自治体と地域共生コーデ

ィネーターとの関係性のあり方等を検討した。 
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図表 ２-４ 宇検村のフィールド調査の内容 

 
 

 【調査対象文献及びヒアリング対象】 

 

 ②秋田県横手市 

横手市は、人口 8 万人程度であるが、平成の大合併時に中山間地域を含む 8 市町村が合

併しており、同じ市内でも地域によって生活環境・資源が異なる中、自治体が各地域を俯瞰

してみながら、各地域の地域づくりを進めていく必要がある。自治体では、地域づくり担当・

生涯教育担当部局が中心となり、公民館機能に地域の課題解決機能を持たせた組織（地区交

文献調査の対象 

 第二次宇検村まち・ひと・しごと創生総合戦略 

※上記の中で記載されている地域づくりに関わる事業について Web 調査を実施。

詳細は第 2 部に記載 

 

ヒアリング調査の対象 

 宇検村役場 保健福祉課 

 地域共生コーディネーター（地域おこし協力隊を兼任） 

 地域共生コーディネーター（社協・福祉活動員及び民生委員を兼任） 

 地域共生コーディネーター（村保健福祉課看護師を兼任）  

 地域共生コーディネーター（社会福祉協議会職員を兼任）  

 民生委員 

 地域住民 
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流センター）の設置を進めており、介護予防施策における協議体と類似する機能を持つ組織

ができることで、各施策の位置づけの整理が求められている。 

横手市においては、合併市町村の地区において地域づくりの取組状況が異なることを踏

まえ、自治体の意見交換を行いながら各地区の状況を整理すると共に、調査対象となる地区

や主体の選定を行った。その後、まちづくりに関わる住民や団体等へのヒアリングにより、

取組を立ち上げた経緯や取組内容やその意義・効果の把握を行った。また、調査の結果を踏

まえ、自治体との意見交換を行い、協議体と地区交流センターとの関係性や役割、自治体や

SC の地域づくりにおける関わり方を検討した。 

 

図表 ２-５ 横手市のフィールド調査の内容 

 

 

【調査対象文献およびヒアリング対象】 

  

文献調査の対象 

 第 2 次横手市総合計画 

※上記の中で記載されている地域づくりに関わる事業について Web 調査を実施。

詳細は第 2 部に記載 

 

ヒアリング調査の対象 

 横手市役所 まるごと福祉課 

 横手市社会福祉協議会（第１層生活支援コーディネーター、第２層生活支援コーデ

ィネーター(西部地区担当)） 

 A 地区交流センター センター長 

 B 地区交流センター センター長 

 狙半内共助組織（地域内で移動支援を実施） 

 株式会社マルシメ（スーパーにおける移動支援） 
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（３）各フィールドの状況 

 ここでは、文献調査やヒアリング調査で得られた情報から、各自治体の概要や住民生活、

地域づくりの活動の状況について記載する。 

 

①鹿児島県宇検村 

【自治体の概要・住民の生活実態】 

宇検村は、奄美大島の西部にある人口 1,647 人、968 世帯の小規模な自治体である。湾を

中心に 14 の集落があり、1 集落当たりは 14 世帯～250 世帯程度で構成されている。  

集落毎に生活の様式が異なり、ほとんど血縁者のみで構成されている集落もあれば、山村

留学を受け入れている集落もある。集落単位の婦人会、老人会等の地縁組織の活動が生活す

る上で不可欠であり、地域の見守りや海岸の清掃等の様々な活動が地縁組織や近所づきあ

いによって担われているため、村外からの移住者に対しても参加が強く推奨されている。行

政の施策や支援も集落単位で行われることが多い。 

日常生活に必要な生活関連サービスについて、地域で経営・運営される共同売店が村内に

も存在しており、車移動ができない高齢者は集落単位で生活が完結している場合もある。他

方、若者や移住者等は、車で 1 時間ほどかけて村外に買い物に行くケースが多い。また、医

療に関しても地域に診療所は存在するが、診療所での対応が難しい場合は、村外の病院に通

う必要がある。車での移動ができない高齢者は、病院が運営するバスで通院している。村内

の生活資源が限られていることは、住民もある程度受け入れて生活している。 

総合計画の中で語られる地域の課題として、交流人口の増加等があげられている。自治体

は観光客を対象にグリーンスローモビリティ等の事業を実施しており、また、山村留学や地

域おこし協力隊の受け入れを進めている。 

地域共生の村づくりに関する事業は主に保健福祉課が担当しており、地域共生コーディ

ネーターによる地域づくり等の事業が実施されている。過去には地域に協議体や SC を設置

していたが、行政サービスを充実させることで地域の近所づきあいや地縁組織の見守りか

ら外れてしまうケースも見られたこと等から、現在では、民生委員や地域おこし協力隊、村

の看護師等のまちづくりに関わる諸主体を地域共生コーディネーターとして任命しており、

SCのような機能を持つ諸主体同士をネットワークでつなぐことで地域づくりを行っている。 
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図表 ２-６ 宇検村の概要 

 

 

 

②秋田県横手市 

秋田県横手市の人口は約 8 万 3000 人である。横手市と平鹿郡 7 町村が 1 つの市に合併

したため、旧町村部においては、それぞれの町村が進めてきた制度が残っており、同じ市内

であっても地域の状況は異なる。 

高齢化率は 40.9％であり、急激に人口減少が進んでいる。市内中心部には市街地がある

一方、中山間地域においては集落内に家が数件しかないエリアも存在する。人口減少が極端

に進む地域においては、スーパーや病院がなく、車で他の地域に移動して買い物や通院等の

生活ニーズを満たすことも多い。自治体においても、地域の人口が減少する中で敬老会を廃

止し、補助金の支援に切り替える等、地域の支援のあり方を見直している。 

地域づくりに関しては、社会福祉協議会が委託を受け実施している第 2 層協議体単位で

地域課題の把握が行われ、協議体が主体となって子ども食堂等の事業を立ち上げ、実施して

きた。他方で、地域課題を把握し、住民主体で解決を図るため、従来の公民館に地域課題把

握及び解決に向けた実行機能を付加した「地区交流センター」を新たに設置している。参画

している住民は従来の協議体と大部分は重なっている中で、「活動を集約してほしい」との

要望もあり、自治体も関係者の意見聴取を行いながら慎重に検討を進めている。   

なお、地域における活動は、上記の校区単位での取組以外にも住民の共助組織、県の支援

を受け組織した NPO、民間のスーパーが実施する買い物・移動支援等様々な主体が行って

いる。 
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図表 ２-７ 横手市の概要 
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第３章 本研究のとりまとめ 

１． 地域や行政の置かれた状況を知る 

⚫ 地域の縮退 

我が国の多くの地域では急速に人口減少と高齢化が進んでいる。生活支援体制整備事

業が開始された 2015 年からの約 10 年間で、地域の状況は大きく変化してきている。 

今回調査した宇検村では、2015 年に 1,722 人だった人口が、現在（令和６年２月末）

に 1,620 人になり、2035 年には 1,317 人になる見込みである。この間、同村の高齢化

率は 37.9％から 47.2％に上昇する。 

一方、横手市では、2015 年に 92,197 人だった人口が、現在（令和６年２月末）に

82,163 人になり、2035 年には 65,769 人になる見込みである。この間、同市の高齢化率

は 35.2％から 47.2％に上昇する。2015 年からの 10 年間の人口減少率は 1 年あたり

1.55％、2025 年からの 10 年間の人口減少率は１年あたり 1.80％と、かなりのハイペー

スで人口が減少していることがわかる。 

 

図表 ３-１ 宇検村の人口と高齢化率の推移 

 2015 年 2020 年 2025 年 2030 年 2035 年 

人口 1,722 人 1,621 人 1,512 人 1,403 人 1,317 人 

高齢化率 37.9%  43.2%  46.2%  47.4%  47.2%  

（出所）総務省統計局（2017）「平成 27 年都道府県・市区町村別の主な結果」、宇検村（2024）

「人口世帯集計表(令和 6 年 2 月末現在)」、国立社会保障・人口問題研究所（2023）「日本

の地域別将来推計人口（令和５（2023）年推計）」 

 

図表 ３-２ 横手市の人口と高齢化率の推移 

 2015 年 2020 年 2025 年 2030 年 2035 年 

人口 92,197 人 85,555 人 78,878 人 72,129 人 65,769 人 

高齢化率 35.2%  39.1%  42.1%  43.7%  44.9%  

（出所）総務省統計局（2017）「平成 27 年都道府県・市区町村別の主な結果」、横手市（2024）

「横手市の人口（令和 5 年 2 年度)」、国立社会保障・人口問題研究所（2023）「日本の地域

別将来推計人口（令和５（2023）年推計）」 

 

横手市は秋田県内で２番目の人口を有する自治体であるが、合併により広い市域を抱

えるようになったため、市内には通院や買い物に車で 30 分の移動が必要な集落もある。

集落単位で暮らしの状況を見ると、人口約 1,600 人の宇検村の集落と同じような状況の

ところもある。 

集落ごとに今後の人口予測を分析すると、３つの人口動態のパターンがあることが分
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かった。30 年前まで市内の中心だった旧市内の中心部は人口減少と高齢化が進み、今後

もそれが継続する。また、合併前に町や村だった地域の集落の中には、今後の人口減少

で消滅する可能性のあるところも少なくない。他方、市内を縦断する国道沿いに開発さ

れた地域では、今後も比較的人口が維持されると予想される。 

このように、同じ自治体内であっても地域（集落）ごとに生活環境やその変化の状況

は大きく異なる。当然、人付き合いの在り方も、地域の資源も大きく異なる。生活支援

を考える際には、地域の環境の違いが一人一人の暮らしぶりにどのような影響を及ぼし

ているかを理解する必要がある。 

 

⚫ 行政サービスの縮小 

地域全体の縮退と並行して自治体の予算や人員も減っており、従来通り行政サービス

を維持することが難しくなりつつある。例えば、小中学校の統廃合や公共施設の見直し

のほか、地域の祭りや敬老会等のソフト事業の見直しなどのかたちでその影響が表れて

いる。以上のようなことを背景としながら、地域での共助活動を促進する自治体も増え

ている。 

各自治体において生活支援の在り様を考えていくには、行政全体がどのような地域の

変化等の中にあるのか、またそれぞれの自治体がどのような方向を向いているかを理解

し、高齢福祉分野以外の施策動向も把握することが必要である。 
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２． 地域の中で行われているまちづくり活動を知る 

前項で人口減少や高齢化により縮退する地域の状況を述べた。 

しかし、こうした地域であっても、地域の中では生活を支える様々な取組が行われている。

実際に地域の中で行われている活動を見ると、地域住民は様々な規模や関係の中で、多様な

「共助」の取り組みを行っていることがわかる。その中には行政が大きく関与しているもの

もあれば、住民だけで担われているものもある。 

また、地域の中にはあえて「共助」とも呼ばないような、日常的な付き合いの中での支え

合いがある。横手の共助組織の代表者へのインタビューでは、共助組織が活動するのは基本

的に各集落での助け合いでカバーしきれない部分であるという話があった。共助組織の活

動以前に、隣近所の関係の中で除雪などの助け合いが行われている。同時に、そうした助け

合いだけではカバーしきれない問題もあり、これを共助組織や他の主体が担っている。宇検

村の民生委員へのヒアリングでは、一人の人が民生委員としての活動、地縁団体のメンバー

としての活動、さらには地域の“仲良しグループ”によるボランティアの活動を同時に担って

いる様子を伺った。宇検村では、こうした地域の住民の協力を得ながら見守り活動を行って

いるが、同時に、あえて “見守り”と呼ばずとも、「電気がついていない」とか「夜になって

もカーテンが空けっぱなしになっている」といった異変を近隣住民が察知し、自ら声をかけ

あったり行政に情報を共有したりもしている。当然、こうした地域の活動は地域ごとに異な

り、見守り一つとっても、地域の中で検知できることや、検知された状況の共有のされ方は

異なる。一般論として見ると、住民が少ない地域だからこそ、お互いの目が行き届いている

状況があるといえるが、人口 1600 人の宇検村においても、地域の目が行き届かず孤独死が

発生したり、介護サービスを利用し始めたことを機に地域の見守りのネットワークから外

れてしまったりということが生じている。地域の中にどのような支え合いのネットワーク

があるかを知ると同時に、人口の少ない中山間地域であっても目が行き届いていない人も

いることを念頭に置きながら、地域の中で目が行き届いているかどうかという状況を知ろ

うとする視点も重要である。 

さらに、民間企業の取組もある。昨今、全国で食料品等の移動販売を展開する事業者が増

えている。宇検村においても、同村内で別の仕事を行っていた方が、移動販売のサービスを

立ち上げ、運営している。横手市では、大型のスーパーが送迎バスを運行し、さらには高齢

者等の生活の困りごとを聞きながら、その解決支援を、事業活動の一環として実施している。

ここで行われている活動は、生活支援コーディネーターや協議体のそれと変わらない。 

以上のように、地域には生活を支える様々な活動があることがわかる。これらの活動は、

必ずしも高齢福祉行政の一環で実施されているものだけではない。行政の他分野が関わっ

ているものもあれば、行政が全く関わっていないようなものもある。生活支援の在り方を考

えるにあたっては、すべての活動を高齢福祉行政の中に閉じて考えるのではなく、広く地域

全体を見渡し、そこでどのような活動が行われているかを俯瞰的に見ることを第一歩目と

したい。多くの自治体担当者は、こうした地域の活動をある程度把握していることだろう。

しかし、実際にこうした活動を行う人から直接話を聞き、どのような思いや経緯でその取組
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を始め、また現在どのような課題感を持っているか聞き取っているケースは多くはないの

ではないか。改めて、高齢福祉行政が直接関わること以外の取組として、どのようなことが

地域の中で行われているかを確認してみていただきたい。 

また、自治体においては、市町村合併で規模が拡大したことにより、各地域の状況が見え

にくくなり、地域の活動を把握することを諦めてしまう自治体も少なくないのではないか。

このような自治体においては、地域の活動を把握するための仕組みを工夫することについ

ても一考いただきたい。例えば、島根県雲南市では、校区毎に設置されている地域支援組織

（住民主体の組織）が地域の課題や諸活動を把握しており、それらの地域支援組織が参加す

る会議体の中で、自治体は地域の活動の把握に努めている。範囲の広い自治体においても、

知ることを諦めるのではなく、地域で活動する中核的な個人・団体とつながる等の工夫を行

いながら、地域の活動を知る試みを続けるということが重要ではないか。 

 

以下に、弊社が調査を通じ把握した宇検村と横手市におけるまちづくりにつながる取組

を記載する。 

 

⚫ 宇検村の事例 

① 村による活動 

 村内の周遊観光の促進のため、グリーンスローモビリティを導入している。観光客

や高齢者の移動手段として、行政施設や観光施設等、村内の中心部 11 カ所を運行し

ている。 

 

図表 ３-３ 宇検村のグリーンスローモビリティ 

 

（出所）広報うけん vol.347（2021 年 11 月）（https://www.uken.net/kouhoutoukei/muran

ogaiyo/koho/uken/documents/2021_11kouhouweb.pdf） 

 

 地域共生の村づくりプロジェクトの一環として、買い物ツアーを試行した。民生委

員が、村内で買い物できる場所が限られる中で、特に交通手段を持たない高齢者等

が買い物に関する課題を抱えていることを把握し、近隣の自治体の買い物施設まで

バスを運行するツアーを企画・実施した。 
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 村内に世代を超えてつながる交流の場を設置した。週に数回程度、高齢者を中心に

集まり、健康マージャンやカラオケ等を行っている。地域の小学生も訪れることが

あり、地域の高齢者の見守りや外出機会、多世代交流の機会の創出につながってい

る。 

図表 ３-４ 地域の交流拠点（宇検村） 

 

（出所）宇検村の地域共生社会推進の取組（https://www.mhlw.go.jp/content/000945273.p

df） 

 

② 集落単位での活動 

 前述の通り、宇検村は集落の独立性が高く、地域の活動の大半は集落単位で行われ

ている。 

 集落には、青年会、婦人会、老人クラブなどの地縁組織が置かれ、ほぼ 100％の加

入率である。集落の行事があると、上記の各会経由で動員される。（一つの世帯に

対し、いくつかの経路から動員がかかる。） 

 集落ごとに民生委員が置かれている。集落ごとに民生委員の活動内容は異なるが、

基本的に民生委員の役割は大きく、本調査でヒアリングした集落の場合、民生委員

の活動として移動手段のない高齢者の通院支援まで期待されている例もある。 

 上記のほか、ご近所・友人同士で行っている集落内のボランティア活動もあり、ゴ

ミ拾い、花植え、見守り、配食などが行われている。 

 

③ 学校区単位での活動 

 2010～2011 年ごろから、阿室小中学校と名柄小中学校で「親子山村留学事業」を

実施している。学校から児童がいなくなり、休校になる可能性があったため、学校

の存続と人口の増加による地域の活性化を目的に開始した事業である。住民主体

の組織により運営されている。学校区が複数の集落にまたがるため、宇検村では比



19 

 

較的珍しい複数集落が協働で実施している施策である。 

 地域おこし協力隊が地域の子どもと高齢者の交流の場づくりを行っており、現在

は４つある校区ごとに実施している。山村留学が多い地域では、留学してきた親子

と関わるきっかけがないという声や、「“鍵っ子”で、家でゲームばかりしていると

いう声がもとになりスタートした地域もある。通所 C のサービスの卒業生が運営

を支援している地域もある。 

 

④ その他 

 社会福祉協議会では、近隣福祉ネットワークの見守り事業を実施している（村から

の委託事業）。地縁・血縁の関係が強い地域であるため、元々はその関係の中で見

守り機能が果たされてきたが、孤独死が発生したのを機に、組織的に見落としがな

いようにするために始めた事業である。各集落の区長や民生委員、見守りボランテ

ィアグループが地域の状況を把握している。見守りへの参加者は、区長が中心とな

って各集落の意向に沿って決められている。見守り対象者も、基本的に地域の意向

に沿って決められる。年に１度、警察や消防、防災担当等と集まる会議を開き、そ

の中で集落外からの参加者から見守りが必要であろう人の情報が共有され、それ

を踏まえて見守り対象者を決める。介護保険に係っている人、閉じこもりがちの高

齢者、障害者、引きこもりの方が対象となる。独居の高齢者は全て見守りの対象と

する集落もある。介護保険が地域に浸透したときに集落の活動が難しくなった時

期がある。行政が入ることで地域のつながり弱くなってしまうこともあり、現在は

介護サービスを受けている人も、地域のつながりを維持するために見守りのネッ

トワークに入れるようにしている。 

 スーパーの移動販売車が、週 2 回、商店や共同売店がない地域を中心に各地区を

まわっている。元々、村民であった移動販売のドライバーが、宇検村の買い物の課

題を解決したい想いから関係者と調整を図り、移動販売を開始した。 

 

⚫ 横手市の事例 

① 市による活動 

 総合計画のほか、市が公表している各種の事業の説明等を見ると、市が実施してい

る事業の数が多く、生活支援と隣接する、あるいは親和性の高い事業も少なくない。

例えば、デマンド交通や循環バスなどを運営する市の交通施策や、健康をテーマと

した交流拠点である「健康の駅」などがある。 

 多くの自治体と同様に部署間の縦割りにより、各部署が単独かつ当該部署の視点

のみで事業運営していることが多い。一方、近年高齢福祉担当では部署横断的な取

組を模索しており、例えば高齢福祉担当課とスポーツ担当課が共同で介護予防の

事業を検討し始めるなど、組織横断的な取組も少しずつ行われている。 

 各地域に設置されていた公民館を、社会教育法の適用を受けない「地区交流センタ



20 

 

ー」に変更することで、生涯学習事業のほか身近な地域の課題解決など、総合的な

地域づくりを担う拠点として再整備している。同センターには、センター長として

市の会計年度職員を、各種の事業等を検討する機関として地域の住民からなる運

営協議会を置いている。運営協議会の部会の中には、当該地域の「協議体」とほぼ

同じメンバーによって構成されているものもあり、またそこで議論されている内

容も共通性が高い。 

② 地域の共助団体の活動 

 2012 年に秋田県南 NPO センター（NPO 中間支援組織）が中心となり、４つの共

助組織を立ち上げた。共助組織では、除雪や屋根の雪下ろし、通院や買い物支援、

一人暮らしの高齢者の見守りなどを行っている。 

 共助組織のひとつである狙半内共助運営体は、市内中心部から最も遠い地域の共

助組織である。同組織では、路線バスの維持が難しくなる中で、ミニバンによる自

家用有償旅客運送を行っている。予約の負担のない定期運航を基本としつつ、最も

遠い集落にはデマンド型でサービスを提供するなど、地域の実態に即したサービ

スを提供している。この移動支援サービスのおかけで、生活の利便性が高まり、集

落を離れた高齢者が戻ってきた事例もある。 

図表 ３-５ 狙半内地区のデマンド交通 

 

（出所）横手市ホームページ（https://www.city.yokote.lg.jp/kurashi/1001144/1001292/10

03817.html） 

 

③ 民間企業の活動 

 株式会社マルシメは、食料品、衣料品、生活雑貨、書籍に加え、旅行代理店や飲食

業も包摂した総合スーパー「スーパーモールラッキー」を運営する企業である。同

社は、買い物用送迎バスを運行しており、自分で車を運転できない高齢者を中心に、

14 路線、年間利用者数約 15,000 人が利用する。送迎サービスエリアの拡大を求め

る声もあるが、リソースの制約などから拡大は難しい状況。 

 同店は、高齢の顧客から除雪、除草、害虫駆除など身の回りの困りごと相談を受け

ることが多く、2016 年に「お客様サポート事業」を立ち上げた。相談に対しては、



21 

 

自社サービスを立ち上げ提供するほか、地域の協力業者につなぐなどして、基本的

にどのようなニーズに対しても答えるようにしている。 

  

図表 ３-６ 交通総合スーパー「スーパーモールラッキー」 

 

（出所）同社ホームページ（http://sm-lucky.com/） 

 

④ その他 

 社会福祉協議会が実施する小ネットワーク会議では、支援を必要とする高齢者の

情報を、民生委員、庁内・自治会、近隣住民のほか、行政、警察などが共有し見守

りを行っている。 

 

図表 ３-７ 横手市社会福祉協議会 小ネットワーク事業の概要 

 

（出所）横手市社会福祉協議会ホームページ（https://www.yokote-shakyo.jp/images/fukus

hi_pdf/network_image.pdf） 

 

 

なお、今回調査した宇検村と横手市はなかったが、他省庁が実施する地域づくり事業を紹

介する。主な目的はそれぞれ異なるが、いずれも人口減少等の影響を受ける地域を支える仕

組みであり、生活支援体制整備と同じようなスキームで事業を展開していることが多い。ぜ

ひ、自地域においてこうした活動が行われていないか、またもし行われているのであれば、

それらがどのような内容で実施されているかを知ることから始めていただきたい。 
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図表 ３-８ 他省庁が実施する地域づくり事業（例） 

事業名 所管省庁 概要 

農村型地域運営組織

（農村 RMO） 

農林水産省 複数の集落の機能を補完して、農用地保全活動や農

業を核とした経済活動と併せて、生活支援等地域コ

ミュニティの維持に資する取組を行う組織。 

地域おこし協力隊 総務省 都市地域から過疎地域等の条件不利地域に住民票を

異動し、生活の拠点を移した者を、地方公共団体が

「地域おこし協力隊員」として委嘱。  

隊員は、一定期間（概ね１年以上３年以下）、地域

に居住して、地域ブランドや地場産品の開発・販売・

ＰＲ等の地域おこしの支援や、農林水産業への従事、

住民の生活支援等の 「地域協力活動」を行いながら、

その地域への定住・定着を図る取組。 

地域運営組織 総務省 地域の暮らしを守るため、地域で暮らす人々が中心

となって形成され、地域内の様々な関係主体が参加

する協議組織が定めた地域経営の指針に基づき、地

域課題の解決に向けた取組を持続的に実践する組

織。組織形態としては、協議機能と実行機能を同一

の組織が合わせ持つもの（一体型）や、協議機能を

持つ組織から実行機能を切り離して別組織を形成し

つつ、相互に連携しているもの（分離型）など、地

域の実情に応じて様々なものがある。 

 

集落支援員 総務省 地方自治体が、地域の実情に詳しい人材で、集落対

策の推進に関してノウハウ・知見を有した人材を「集

落支援員」として委嘱。 

集落支援員が、集落への「目配り」として、集落の

状況把握、集落点検の実施、住民と住民、住民と市

町村の間での話し合いの促進等を実施。 

小さな拠点 内閣府/ 

国土交通省 

小学校区など複数の集落が集まる基礎的な生活圏の

中で、分散している様々なサービスや地域活動の場

などを「合わせ技」でつなぎ、人やモノ、サービス

の循環を図ることで、生活を支える新しい地域采井

の仕組みを作ろうとする取組。 
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３． 生活支援における行政としてのありようと、それを踏まえた SCの役割を

考える 

人口減少において、地域の資源が限られると思われる中山間地域においても、住民、集落、

小学校区単位の活動や民間企業の活動等、様々な生活支援に関わる取組が行われているこ

とが確認された。地域の中には、単なる地域資源であることにとどまらず、地域課題を把握

する等の SC に期待されている機能を備えている活動も存在する。このような状況を考慮せ

ずに、地域づくりを推進しても、地域の関わる主体が限られている中においては、機能の重

複によって有効に機能しないばかりか、所属・活動する人も重複する中で、地域の諸主体や

SC の負担が増大する懸念もある。 

こうした状況においては、自治体の高齢福祉担当は自分たちだけで地域づくりを進める

のではなく、地域におけるまちづくりの活動を広く把握した上で、地域の諸主体との関係性

の取り方も含めて、自治体の役割や SC の活動を構想していくことが望ましいのではない

か。例えば、横手市においては、社会福祉協議会が設置する第 2 層の協議体と生涯学習担当

の設置する地区交流センターが共に校区単位での地域課題の把握及び解決の機能を担って

いる反面、参画している住民は従来の協議体と大部分が重なっていることに気づき、関係者

の意見聴取を行いながら望ましいあり方を模索している。行政の施策や地域の活動・状況も、

年々変化する。そうした中で、自治体においては地域の活動を知る努力を続けると共に、状

況の変化に応じて、既存の体制や役割を柔軟に見直すことが重要と考えられる。 

また、人口減少が進む中で、自治体においても地域組織への権限移譲を進め、「地域の課

題を地域で解決する」方針へ移行する自治体も少なくない。他方で、こうした地域組織にお

いても人や資源が限られる中で運営されていることを踏まえ、その活動の実態を捉えた上

で、ヒト・モノ・カネ・情報等に関する支援をしながら、地域の活動の充実・持続化を図る

ことも重要と考えられる。 

地域において様々なまちづくりの諸主体の活動が行われている中 

は、自治体や SC がそのそれぞれの活動を把握するハブとなり、地域の諸主体だけでは解

決できない課題を把握した上で対応策を検討する立場を取ることも有効である。 

例えば、宇検村においては、住民の生活実態が集落単位の地縁団体や近所づきあい等によ

って支えられており、また、行政が主体で地域づくりを行うことでかえって地域の住民活動

を阻害する場合があるという理解の基で、従来から地域の中で活動してきた諸主体（民生委

員、社会福祉協議会、地域おこし協力隊、看護し等）を「地域共生コーディネータ―」とし

て任命し、地域に存在する多様な主体に SC のような機能を担わせることで、地域の産業振

興や移住支援、住民同士の自主的な活動や近所づきあい等の様々な活動を高齢福祉の活動

と関連付けながら地域づくりを進めている。また、宇検村の地域包括ケア担当職員も SC の

ような機能を果たしており、民生委員の会議に参加する、地域共生コーディネーターと日常

的に雑談する等のコミュニケーションの機会を持ちながら、それぞれの立場では解決でき

ない課題の把握を行っている。地域の諸主体が解決できない課題の具体例として、買い物支

援があげられる。宇検村においては、集落の住民が株主となって共同で経営・運営している
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共同売店が存在し、特に移動手段のない地域の高齢者の買い物を支えている。他方で、地域

の住民同士の普段の付き合い・人間関係がある中で、売店の品揃え等の要望があったとして

も声を上げにくい状況があった。こうした状況に対して、自治体職員や地域共生コーディネ

ーターと連携して、車で 1 時間程度のスーパーに普段買い物できないものを買いに行く「お

買い物ツアー」を試行する等の取組を行い、解決に向けた糸口を模索している。このように、

地域の住民だけではアプローチが難しい課題に対して、自治体職員が諸主体の間に入りな

がら、解決策や折り合いの付け方を整理していくことが中山間地域における１つの自治体・

SC の役割と言えるのではないか。 

以下に、宇検村のような比較的小規模な自治体、横手市のように広域で地域の活動が見え

にくい自治体において、それぞれ地域の諸主体の活動だけではアプローチできない課題群

とそれに対する行政や SC の取りうる支援のあり方の整理を試みている。地域それぞれの背

景や状況が異なる中で、中山間地域におけるケースを網羅して体系立てることは困難であ

るが、自治体においては本研究を参考に、地域の状況の変化や諸主体との関係性を捉えた上

で、効率的・効果的に地域づくりを推進されることを期待したい。 

 

図表 ３-９ 地域の諸主体の活動だけではアプローチの難しい課題（例） 

自治体規模 
地域の活動だけでは解決が難しい 

問題・状況 
自治体及び SC のアプローチ（例） 

小規模自治

体 

（ 行 政 と

SC が一体

的に活動） 

住民個人の生活に入り込みすぎてい

て、住民同士の立場では介入しにくい

問題 

（例）引きこもり、ゴミ屋敷、アルコ

ール中毒等 

 自治体職員や看護師が通い、時間を

かけて当事者との関係を作りなが

ら、解決に持ち込む。（ゴミの片付け

等の実行段階では、地域住民の協力

を得る） 

地域内の関係性・しがらみがある問題 

（例）共同売店との利益相反が生じる

中での買い物支援への対応 

 

 自治体職員が、住民ニーズを取りま

とめながら企画を後押しする。 

 外部のファシリテーターを入れ、地

域でのあり方を考える機会を創出す

る。 

周辺に中山

間地域が存

在する自治

体 

地域の団体が対応できる範囲を超え

る問題 

（例）草刈りや雪下ろし等のボランテ

ィア組織が、移動支援の要望を受けた

場合 等  

 

 当該団体で解決が難しいニーズの聞

き取り、それ等に対応可能な他の主

体とマッチングする（※自治体・SC

ともに担いうる） 

地域内の他の主体の事業活動とバッ

ティングし得る問題 

（例）住民による移動支援が、地域の

交通事業者のニーズを代替してしま

う 等 

 

 所管する行政分野における調整を図

る（※主に自治体が支援） 

施策間で内容や構成員が重複してい

て事業間の調整が必要な問題 

（例）福祉領域の協議体、まちづくり

 役割の重複の解消に向けて、制度や

組織を見直す（※主に行政が支援） 
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自治体規模 
地域の活動だけでは解決が難しい 

問題・状況 
自治体及び SC のアプローチ（例） 

領域での協議体等が乱立して、それぞ

れの役割の整理ができていない状態 

等 

周辺に中山

間地域が存

在する自治

体 

関係者間で対応状況への認識・評価が

異なっている問題 

（例）高齢者の生活の実態把握後の支

援（見守りで状況把握できているだけ

で、生活の課題の解決には至っていな

い等） 

 解決状況の追跡調査をする 

 その後のニーズに対応可能な他の主

体とのマッチング（※主に SC が支

援） 

問題対して地域間で活動状況に差異

が生じている場合 

（例）一方の地域では、住民主体の移

動支援ができているが、他の地域では

ニーズがあっても実施できていない 

 実施できている地域のノウハウを展

開する。（※主に行政が実施） 

 地域ニーズを把握し、他の団体等へ

の協力を依頼する（※主に SC が実

施） 

 地域のニーズを、自治体の所管部署

へ伝達し、働きかける。（※主に行政

が実施） 

 地域格差があることを踏まえて、行

政内の事業設計を見直す。（※主に

行政が実施） 

費用の確保が難しい問題 

（例） 

・そもそも充当できる予算がない 

・補助制度はあるが、住民団体側がそ

れを認識していない 

・既存の補助制度の要綱に合わないた

めに補助を活用できない等 

 行政の他分野とも協力し、財源を確

保する（※主に行政が実施） 

 ニーズを把握し、行政の制度を周知

する（※自治体・SC ともに担いうる） 

 住民団体のニーズに合わせて、制度

や要綱を見直す（※主に行政が実施） 

住民団体や地縁組織がこれまで活動

を担ってきたが、高齢化により担いき

れなくなった問題 

（例）町内会の草刈り、農地の圃場の

維持管理 等 

 ニーズの把握と、対応可能な主体と

のマッチング（※主に SC が支援） 

 いくつかの集落単位・校区単位でニ

ーズをまとめて、対応可能なネット

ワークを作る。（※自治体・SC とも

に担いうる） 

互助活動などからこぼれ落ちている

人のニーズの把握と支援 

 ニーズの把握と、対応可能な主体と

のマッチング（※主に SC が支援） 

 

 

 

  



26 

 

第４章 検討会の実施 

１． 実施体制 

本業務では、学識経験者と自治体職員、地域づくりの実践者から構成される検討委員会を

設置・開催した。検討委員会の委員を以下に示す。 

 

図表 ４-１ 検討会委員一覧 

 
氏名 

（※敬称略） 
所属・役職名 

委員長 堀田 聰子 慶應義塾大学大学院 健康マネジメント研究科 教授 

委員 

板持 周治 島根県雲南市政策企画部 部長 

長野 敏宏 御荘診療所 所長/ NPO ハート inハートなんぐん市場 理事 

髙橋 由和 NPO きらりよしじまネットワーク 事務局長 

オブザーバー 厚生労働省 老健局 認知症施策・地域介護推進課 

 

２． 検討会の実施 

全 3 回に分け、検討委員会を開催した。なお、第 1 回検討会に関しては、委員の日程調整

の都合上、各委員への個別ヒアリングに代えて実施した。開催概要を以下に示す。 

 

図表 ４-２ 検討会開催概要 

 日時・場所 主な検討内容 

第 1回 

(※持ち回り

開催) 

2023 年 10 月 30 日（月）～11 月 10 日

（金）  

オンライン開催 

・研究事業の設計 

・フィールド自治体 

・調査項目 

第 2回 2024年 1月 23 日（火）13:30～15:30 

オンライン開催 

・フィールド調査の進捗報告 

・とりまとめの方向性 

第 3回 2024年 3月 4日（火）13:00～15:00 

オンライン開催 

・フィールド調査結果 

・とりまとめの方向性 
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第２部 資料編 

１． 鹿児島県宇検村 

（１）文献調査 

⚫ 第二次宇検村まち・ひと・しごと創生総合戦略  

宇検村まち・ひと・しごと創生総合戦略（以下「宇検村総合戦略」）」は、国が策定した「ま

ち・ひと・しごと創生総合戦略」の基本的な考え方や政策５原則等を基に、奄美大島５市町

村で策定した「奄美大島人口ビジョン」を踏まえ、基本的な考え方や基本目標、具体的な事

業をまとめ、宇検村における人口減少と地域経済縮小の克服、まち・ひと・しごとの創生と

好循環の確立を目指すもの。計画期間令和２年度から令和６年度。 

 

 【基本目標】 

国の基本目標①地方における安定した雇用を創出する、②地方への新しいひとの流れを

つくる、③若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる 、④時代に合った地域をつく

り、安心な暮らしを守るとともに、地域と地域を連携する、に対応する形で設定。 

 

図表 1-１ 「第二次宇検村まち・ひと・しごと創生総合戦略」における基本目標 
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⚫ 福祉以外のまちづくり活動 

(ア) グリーンスローモビリティ事業 

宇検村による電動車を活用した移動支援の取り組み。村内の観光拠点を巡回し観光客の

交通利便性を図ると同時に、高齢者の移動手段としても活用されている。 
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図表 1-２ グリーンスローモビリティ事業の参考資料1 

 

 

(イ) 宇検村観光拠点施設事業「ケンムンの館」 

指定管理者が運営する宇検村の観光産業の中心を担う施設。村内の路線バス及びグリー

ンスローモビリティのターミナル機能が併設されており、観光客と村民の交流のきっかけ

づくりを図っている。 

 

  

 
1 奄美新聞社（2024 年 2 月 5 日）「宇検村で「ケンムン巡り」」奄美新聞社：（宇検村で「ケンム
ン巡り」 – 奄美新聞 (amamishimbun.co.jp)） 

https://amamishimbun.co.jp/2024/02/05/48488/
https://amamishimbun.co.jp/2024/02/05/48488/
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図表 1-３ 宇検村観光拠点施設事業「ケンムンの館」の参考資料2 

 

 

(ウ) おばあ・おじいの「人生が輝く」職場づくりプロジェクト 

宇検村の地域おこし協力隊である栄氏が立ち上げた、ふるさと納税を活用したプロジェ

クト。高齢者の生きがいや楽しみ・居場所になることを目指している。 

 

  

 
2 宇検村役場「広報うけん」広報うけん 2022 年 5 月号 
（https://www.uken.net/documents/2022_05kouhou.pdf） 
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(エ) 地域共生の村づくりプロジェクト「秘密のウケンミンＳＨＯＷ」 

宇検村保健福祉課が村づくりの一環として行う、YouTube でのライブ動画の配信企画。

動画では村民が方言を交えながら暮らしの実態を紹介する。 

 

図表 1-４地域共生の村づくりプロジェクト「秘密のウケンミンＳＨＯＷ」の参考資料3 

 

 

(オ) 地域共生の村づくりプロジェクト 「くりしいっちゃん座談会」 

宇検村が「地域共生の村づくりプロジェクト」の一環として開催する村民同士の座談会。

参加者たちは様々な話題を自由に本音で話し合う時間を過ごす。 

 

  

 
3 奄美新聞社「秘密のウケンミンＳＨＯＷ」初のライブ動画配信」（2021 年 2 月 15 日）：（「秘密
のウケンミンＳＨＯＷ」初のライブ動画配信 – 奄美新聞 (amamishimbun.co.jp)  

https://amamishimbun.co.jp/2021/02/15/29927/
https://amamishimbun.co.jp/2021/02/15/29927/
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図表 1-５ 地域共生の村づくりプロジェクト「くりしいっちゃん座談会」の参考資料 14 

 

 

(カ) 村社会福祉協議会への村保健福祉課職員の派遣 

宇検村と村社会福祉協議会が「地域共生社会の実現に向けた包括的地域連携に関する協

定」を締結し、村保健福祉課職員１人を村社協に派遣したもの。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
4 奄美新聞社「宇検村「くりしいっちゃん座談会」」（2022 年 4 月 16 日）：
(https://amamishimbun.co.jp/2022/04/16/37343/) 
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図表 ２-６ ⑥ 村社会福祉協議会への村保健福祉課職員派遣の参考資料5 

 

 

(キ) 郵便局による地域の見守り活動への協力 

宇検村は「包括的連携協定」を日本郵便と結んでいる。協定内容は配達時に気付いた高齢

者の異変を役場に報告する、災害時の緊急車両の提供、被災者へのはがきの寄付、地域活性

化や地方創生の取組等。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
5 奄美新聞社「宇検村―村社協が協定」本社通信（2020 年 9 月 9 日）（https://amamishimbun.
co.jp/2020/09/09/27100/） 

https://amamishimbun.co.jp/2020/09/09/27100/
https://amamishimbun.co.jp/2020/09/09/27100/
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図表 ２-７ 郵便局による地域の見守り活動への協力の参考資料6 

 
 

（２）ヒアリング調査結果 

① 地域共生コーディネーター（地域おこし協力隊及び言語聴覚士を兼任） 

ヒアリング項目 結果概要 

地域課題、地域課

題の把握の方法、

取組実施に至った

経緯 

 以前は島外の病院で言語聴覚士として勤務。宇検村で中学まで育つ。村

の子ども達に、いろいろな選択肢を知ったうえで将来を選択してほし

いという思いと、地元で地域活動したいとの思いがあり、地域おこし協

力隊として着任した。 

 地域の子どもの支援に関心があり活動を始めたが、自分が育ってきた

環境に比べ、村での住民同士の交流が希薄化していることに課題感を

持ち、まずは住民同士のコミュニティのつながりを作るところから地

域活動を始めた。活動を進める中で、新たな課題感を持ち次の活動に繋

げている。 

活動内容（対象者、

実施内容 等） 

 親族の住んでいた家や地域の空き店舗等を活用して、湯湾、芦検集落で

の地域住民の居場所づくりを始めた。週 3 日程度場所を開放している。

地域の子どもや高齢者がカラオケや宿題をしに集まり、多世代交流の

場になっている。 

 子どもや地元住民との繋がりのきっかけ作りのために、多世代交流を

目的とした“こども食堂”を村内４カ所で実施。青年団や地域住民、介護

予防の通いの場に協力を得て 3 カ月に 1 度程度開催していた 

→青年団主導では負担も大きいため、地区ごとではなく校区ごとの取

組として実施を継続する予定。 

 コロナで外に出る機会が減った、「本当は畑仕事がしたい」という声を

受けて、耕作放棄地の畑を借りて、高齢者と協働しながらヨモギの栽培

を始めた。栽培した作物が食べきれないので、販売につなげようとして

いる。 

 活動を見て、地域活動への協力者が増えたり、地域の子どもの名前が分

かるようになった、子どもが挨拶してくれるようになった等、希薄化し

 
6 奄美新聞社「宇検村、郵便局と連携協定」本社通信（2021 年 6 月 7 日）：
（https://amamishimbun.co.jp/2021/06/07/31848/） 
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ヒアリング項目 結果概要 

た交流を取り戻しつつある地域もある。 

地域住民・行政と

の関わり 

 地域おこし協力隊の活動や青年会等に入って活動する中で、地域のど

の人に声を掛ければよいかわかるようになってきた。 

 他部署から、現状の動きが認識されつつあり、一緒にできることがない

かなど相談がくるようになった。 

 （例）産業振興課：耕作放棄地の貸与、乾燥機導入補助金など農福連携

の取り組み、企画観光課：地域おこし協力隊主管課、農福連携に関連し

たふるさと納税での資金集め 

今後の展開・課題  校区を越え宇検村の同級生として、子ども同士が交流できる機会を作

りたいと考えている。オンラインで校区間の交流をするなど、繋がりが

できるとよい。 

 任期後、地域おこし協力隊として行っている活動を、今後どのように継

続していくかは検討中。 

 

② 地域共生コーディネーター（社協・福祉活動員及び民生委員を兼任） 

ヒアリング項目 結果概要 

地域課題、地域課

題の把握の方法、

取組実施に至った

経緯 

 村外から U ターンして地域に戻ってきた。集落内の婦人会、青年団、

老人会や民生委員としての地域の住民と関わりの中で、地域の困りご

とや気にかかる人を把握し、見守りの活動へつなげている。 

 元々、集落内には 20～60 世帯弱程度、親戚同士が多い地域もあり、そ

れぞれ地域住民同士の家族構成や暮らし方等もわかる状況。 

活動内容（対象者、

実施内容 等） 

 集落の婦人会等の仲間と「仲良しグループ」を作り、花の植え替えや除

草作業、海辺の清掃、食事会や高齢者への配食などの地域で活動を継続

している。地域に気にかかる人がいる場合は、住民同士で声を掛け合い

ながら訪問の機会を設けるなど、見守りの活動を実施。 

 地域内の売店で購入できない買い物が課題になっている。前任の民生

委員等も、地域の住民から「買い物に連れて行ってほしい」等のニーズ

があり、ボランティアで連れていくこともあった。空いた時間で対応す

るようにしている。 

 平移動手段のない高齢者を対象に行政の車を借りて地域住民のお買い

物ツアーを実施した。 

地域住民・行政と

の関わり 

 集落には、婦人会や老人会等の地縁組織が活動を続けている。こうした

地縁組織で活動している住民同士が声を掛け合って、協力しながら活

動を続けている。 

 結婚や山村留学等で村に移住した若い世代にも婦人会等にも顔を出す

ように声を掛けることで、地域の活動にも参加してくれるようになっ

た。 

 地域共生コーディネーターでもあるため、お買い物ツアー等で行政と

連携している。 

今後の展開・課題  民生委員の連絡会議の中では、高齢化により地域の活動や健康体操等

に参加する高齢者が減って「さみしい」等の声もある。 
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ヒアリング項目 結果概要 

 他方、行政のポイント事業等に参加していない地域住民同士の仲良し

クラブのような活動もある。こうした地域資源に目を向けることが重

要。 

 

③ 地域共生コーディネーター（村保健福祉課看護師を兼任）  

ヒアリング項目 結果概要 

地域課題、地域課

題の把握の方法、

取組実施に至った

経緯 

 宇検村出身で、東京で 10 年看護師として勤めた後、U ターンで戻って

きた。 

 自分より上の世代が高齢化していく姿を見て、地域のために何かをし

なければと思うようになり、石良集落で高齢者の買い物支援等に関わ

るようになった。 

 上記の経緯から、個人で見守りや買い物支援をしていたところ、村保健

福祉課から声がかかり、村職員兼看護師として活動している。自由に集

落に出向き住民と会話している。その中で、支援が必要な人や困りご

と、住民がやりたいことを把握している。 

 閉じこもっている、ゴミ屋敷になっている、地域で孤立している、体調

が悪い独居高齢者等、問題は人それぞれ。地域の中で孤立する人が出な

いようにしている。 

活動内容（対象者、

実施内容 等） 

 集落へ出向き、住民と会話する中で気になる住民を把握し、個別に何度

も訪問してアプローチしている。支援を必要としない場合も、孤立しな

いよう定期的に訪問し繋がりを持ち続けている。 

 訪問を重ねる中で、住民も心を開いてくれ、問題解決につながることも

ある。閉じこもり、ゴミ屋敷になっている方に関しては、通う中で地域

の住民とごみを一緒に片付けたり、本人も飲酒問題があった中で病院

やデイサービスに通うようになる等、生活が改善している。 

 民生委員等の見守り把握ではタイムラグがあるが、訪問してアウトリ

ーチすることで問題に早く気づき、対応することができる。 

地域住民・行政と

の関わり 

 民生委員や社協の福祉活動員と連携し、情報交換、見守りを行ってい

る。集落の売店や移動販売の事業者から情報を得たり、村の診療所から

情報提供を受け、対応することもある。 

 アウトリーチ業務を続ける中で、課内のケアマネや他看護師から住民

の訪問依頼を受ける等やり取りが増えた。 

 集落内で問題視される住民への訪問を継続する中、近隣住民から協力

を得られたり、他の気になる住民について自然と関係者と情報共有が

できるようになった。 

 他課からも活動が認知されつつあり、村営住宅の問題を抱えた住民の

関連で建設課、連絡のつかない税金滞納者の関連で住民税務課と協力

して対応することがある。 

今後の展開・課題  企画観光等の施策でグリーンスローモビリティを運行しているが、地

域の高齢者の足としては連携できていない。高齢者が増えていること

は認識しているが、自分事として課題を共有できていない、考えること

ができていないと感じることがある。 
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④ 地域共生コーディネーター（社会福祉協議会職員を兼任）  

ヒアリング項目 結果概要 

活動内容（対象者、

実施内容 等） 

＜近隣福祉ネットワークの見守り事業＞ 

 宇検村内で孤独死があったことを受けて、高齢者の孤独死を防ぐこと

を目的に始めた。社協の独自事業として始めたが、現在では村の委託事

業に含まれる。 

 4 月にケアマネ、消防、役場の防災担当等が地域を周り、各集落の要援

護者、気になる方をピックアップする。地域支援員が声掛けに訪問す

る。対象者とそれを見守る人をマップにまとめている。 

 平成 5~6 年くらいから、元々は県の社協の事業として始まった。元々

始まる前は、血縁・地縁の関係性の中で見守り機能を果たしていたが、

孤独死があって以降、組織的に見落としがないようにするために始ま

った。 

 各集落の区長や民生委員、見守りのボランティアグループが地域の状

況を把握している。見守りへの参加者は、区長が中心となって各集落の

意向に沿って決められている。 

 基本的に見守りの対象者も地域の意向に沿って決められる。自分たち

が気になる人を集落で見守る形をとる。 

 年に１度、警察や消防、防災担当等と集まる会議を開き、その中で集落

外からの参加者から見守りが必要であろう人の情報が共有され、それ

を踏まえて見守り対象者を決める。 

 介護保険に係っている人、閉じこもりがちの高齢者、障害者、引きこも

りの方が対象となる。独居の高齢者は全て見守りの対象とする集落も

ある。 

＜具体的成果＞ 

 地域に、60 歳くらいの引きこもりの方がいた。福祉支援員が何度か通

うことで、徐々に心を開いてくれ、話ができるようになり、地域包括ケ

アセンター、社協やヘルバー、デイサービス等の人も入れるようになっ

た。 

 現在は、B 型作業所に月１回ずつ行くようになり、引きこもりも解消し

た。 

 年齢や様態で対象を区切っているわけではない。高齢者同士、お互いが

お互いを見守っている。見守りする/される人に区別がない。 

 家に訪問されて見守られるのが嫌という人もいるが、畑に通っている

中で地域の人に見守られているケースがある。 

 コロナもあって外に出てこなくなった人もいたが、民生委員や配食ボ

ランティアグループ、趣味活動グループが誘うこともある。 

 体操やウォーキング等の活動をしているグループにポイントを付与す

る事業を行っている。活動に出てこなくなった人に関しては、改めて活

動に誘いに行く等のアクションが取られている。 

 地域の中で、誰も関わっていないという人はいない。どこかではつなが

っていて情報が回ってくるようにはなっている。 

＜配食サービス＞ 

 R4 年に配食サービスを始めた。ボランティアの方が作り、配達まで実
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ヒアリング項目 結果概要 

施していたが、今はデイサービスが作り、ボランティアが配達する形に

変わっている。 

 ボランティアは各集落の民生委員が各集落で声掛けをして集めてい

る。宇検村全体で 100 名程度のボランティアがおり、名簿リストは年

１回作り直される。 

 社協の独自事業として始まったが、今は、社協の運営費に含まれてい

る。 

 無理なくできる範囲ということで、配食の頻度は週に１回だけ。配色の

際に見守り活動も行っている。 

 以前は 50～60 食程度作っていたが、ボランティアの人数も少なくなっ

ているので、現在の対象者は 30 名程度。民生委員が対象者を決めてい

る。 

 集落によって状況は異なり、見守り活動と配食を一緒にしているのは

３集落。他の集落は、配食はしていても他の地域の配達のボランティア

に任せているケースや配食を受けていないケースもある。 

地域住民・行政と

の関わり 

 見守る中で、何か異変があれば、民生委員や区長にまず連絡することに

なっている。地域で解決できない場合は社協や地域包括、ケアマネなど

につなぐことになる。 

 社協、包括ケアセンター、ケアマネのそれぞれがすべての見守り対象者

の情報を共有できているわけではないが、ケアマネの連絡会や個別援

助会議等を通じて情報共有ができている。民生委員の定例会にも出席

している。 

 民生委員等との相談の垣根は他の地域に比べても高くないと思う。良

い意味で顔が見える関係性の中で、見守りされている。 

 各集落 50 世帯未満程度の規模感であり、集落の中は顔が見える関係で

悪く言えばプライバシーがない。誰が誰だかすぐわかるため、様々な情

報がエスカレーションされやすい。 

 14 の各集落は距離があり、昔は交通手段がなく、船での移動しかなか

った。各集落単位で完結してきた背景もあり、各集落の風習や考え方も

違う。集落間のつながりは薄くそれぞれの集落の中でのつながりが強

い。 

 その結果、物事を見る単位が集落毎の単位になる。集落単位で考えた方

が、話が通りやすい。 

 隣同士ライバル視している集落もあり、集落から校区に広げて進めよ

うとしてもうまくいかないことが多い印象である。 

課題  介護保険が地域に浸透したときに集落の活動が難しくなった時期があ

る。ケアマネが入ることにより、「あの人のところに行かなくても大丈

夫」と地域のボランティアの目から外れてしまうケースがあった。 

 行政が入ることでかえって、地域との元のつながりが弱くなってしま

う。介護サービスを受けている人も地域でつながりを持ってもらうた

めに、今では見守りのネットワークに入れるようになっている。 

 入り方を間違えると、行政頼みになってしまうので地域に入る際には

気を付けないといけない。 
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２． 秋田県横手市 

（１）文献調査 

⚫ 第 2 次横手市総合計画   

第二次横手市総合計画は、総合的かつ計画的に市政運営を図るための長期的なまちづく

りの指針であり、将来どのようなまちにしていくのか、そのためにどのような取組を行って

いくのかを体系的に示した市の最上位計画である。 

基本構想、基本計画及び実施計画で構成され、計画期間は平成 28 年度からの令和 7 年ま

での 10 年間。 

 

 【基本目標】 

第 2 次横手市総合計画では「みんなの力で 未来を拓く 人と地域が燦くまち よこて」

をまちの将来像として掲げ、将来像の実現のため重点目標、基本目標、政策、施策等を定め

ている。 

 

図表 ２-８ 「第 2 次横手市総合計画」構成と概要 
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図表 ２-９ 第 2 次横手市総合計画「基本構想・基本計画」より体系図 

 

 

図表 ２-１０「第 2 次横手市総合計画 後期基本計画」より基本目標 

（※「福祉以外のまちづくり活動」に関連する事業を含む箇所のみ抜粋） 
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⚫ 福祉以外のまちづくり活動 

(ア) 健康をテーマにした交流拠点 「健康の駅よこて」  

「健康をテーマとした交流拠点」をメインコンセプトに子どもから高齢者まですべての

市民を対象にした横手市の事業構想。規模の大きさによって「大規模駅」「中規模駅」「小規

模駅」の 3 段階があり、小規模駅については保健指導がある。 
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図表 ２-１１ 健康をテーマにした交流拠点「健康の駅よこて」の参考資料7 

 

 

(イ) 健康増進事業（健康教育、健康相談、訪問指導の充実、認知症予防や心の健康づくり） 

 市民を対象とした横手市の保健サービス。健康教育は町内会、各会合からの要請を受け

健康学習や講話を実施。また訪問指導は正しい知識の普及、保健指導や社会資源の活用、関

係機関との連絡調整を行っている。 

 

  

 
7 横手市市民福祉部健康推進課「健康の駅よこて」利用者 1 万人計画 概要版（2018 年度～
2027 年度）」：
（https://www.city.yokote.lg.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/003/173/000148449
.pdf） 
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図表 ２-１２ 健康増進事業の参考資料8 

 

 

(ウ) 地域生活支援拠点整備事業 

障がい者の重度化・高齢化や「親亡き後」を見据え、住み慣れた地域で安心して暮らして

いけるよう、居住支援を行う機能をもつ場所や体制を整備するもの。市内の法人（事業所）

に対して相談、緊急時対応、人材育成、地域の体制づくり事業を委託している。 

 

  

 
8  横 手 市 市 民 福 祉 部 健 康 推 進 課 「 令 和 5 年 度  保 健 事 業 の 概 要 」
（https://www.city.yokote.lg.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/006/551/r5hoke
ngaiyo.pdf） 
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図表 ２-１３ 地域生活支援拠点整備事業の参考資料9 

 

 

(エ) 社会福祉協議会、民生・児童委員協議会への支援 

横手市が社会福祉協議会や生児童委員協議会に対して行う地域福祉活動やボランティア

団体等の育成支援。 

  

 
9  横手市市民福祉部社会福祉課「横手市地域生活支援拠点事業利用の手引き」
（https://www.city.yokote.lg.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/006/469/r5.12.1kyot
ennno-tebiki-.pdf） 
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図表 ２-１４ 社会福祉協議会、民生・児童委員協議会への支援についての参考資料10 

 

 

(オ) 民生委員・児童委員費 

民生委員、児童委員が地域で円滑に活動することができるよう、横手市社会福祉課が専門

的・体系的な研修機会や情報交換の場を提供するもの。横手市では、地区を担当する民生委

員・児童委員 282 名と主任児童委員 32 名が委嘱されている。（2022 年 12 月 11 日時点） 

  

 
10 横手市・社会福祉法人横手市社会福祉協議会「第 3 次横手市地域福祉計画・横手市地域福祉
活動計画」
（https://www.city.yokote.lg.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/003/119/000144633
.pdf） 
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図表 ２-１５ 民生委員・児童委員費の参考資料11 

 

 

(カ) 「スポーツ」と「健康づくり」が一体となった生涯スポーツの普及促進 

横手市は平成 25 年に「スポーツ立市よこて」を宣言。行政のスポーツ分野に限定せず、

福祉や健康、食、子育て、観光などのあらゆる分野が連携し市民とともにスポーツをキーワ

ードにした元気なまちづくりと地域活性化を推進すること明記。市民参加型健康増進イベ

ントの開催等を通じスポーツと健康づくりが一体となった生涯スポーツの普及促進を図っ

ている。 

  

 
11 横手市社会福祉課「ご存知ですか？地域の身近な相談相手「民生委員・児童委員」」横手市公
式サイト（https://www.city.yokote.lg.jp/fukushi/1001154/1003162.html）（参照日 2024 年 3 月
27 日） 
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図表 ２-１６「スポーツ」と「健康づくり」が一体となった 

生涯スポーツの普及促進に関する参考資料12 

 

 

(キ) コミュニティ・スクール（学校・家庭・地域連携総合推進事業） 

横手市では、地区交流センター運営協議会など地域で主体的に活動している組織や団体、

企業、個人と学校が連携・協働し、地域ぐるみで子どもをはぐくむため、学校と地域住民な

どが力を合わせて学校運営に取り組む「コミュニティ・スクール」と、学校と地域が相互に

パートナーとして行う「地域学校協働活動」を一体的に推進している。 

  

 
12 横手市教育委員会・教育総務部スポーツ振興課「第７次横手市スポーツ推進計画 2021－2025」
（ https://www.city.yokote.lg.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/004/842/000155440
.pdf） 
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図表 ２-１７コミュニティ・スクール（学校・家庭・地域連携総合推進事業）の参考資料

13 

 

 

(ク) 地域コーディネーター（学校・家庭・地域連携総合推進事業） 

横手市では、地域住民らと学校との連絡調整などを行うコーディネーターとして地域学

校協働活動推進員（呼称：地域コーディネーター）を導入している。地域コーディネーター

は社会教育法に基づき教育委員会が委嘱するもので、主な役割は地域や学校の実情に応じ

た地域学校協働活動の企画や立案、学校や地域住民、企業、団体等関係者との連絡調整、地

域ボランティアの募集や確保など。 

  

 
13 横手市教育委員会教育総務部生涯学習課「学校・家庭・地域連携総合推進事業」横手市公式サ
イト（https://www.city.yokote.lg.jp/kurashi/1001140/1001242/1010543.html）（参照日 2024 年
3 月 27 日） 
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図表 ２-１８ 地域コーディネーター（学校・家庭・地域連携総合推進事業）の参考資料

14 

 

 

(ケ) 横手市生涯学習活動推進団体登録制度 

横手市では、社会教育・生涯学習・まちづくりなどの活動を定期的に行い、地域の元気創

出の一翼を担う団体を「横手市生涯学習活動推進団体」と認定し、広く市民に公表し活動の

輪を広める取組を行っている。令和 6 年 1 月時点の登録団体数は 300 団体。 

  

 
14 横手市教育委員会教育総務部生涯学習課「学校・家庭・地域連携総合推進事業」横手市公式サ
イト（https://www.city.yokote.lg.jp/kurashi/1001140/1001242/1010543.html）（参照日 2024 年
3 月 27 日） 
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図表 ２-１９ 横手市生涯学習活動推進団体登録制度の参考資料15 

 

 

(コ) 社会教育の推進、公民館を拠点とした市民協働のまちづくり活動への支援 

横手市では、公民館等施設を拠点とした地域の活性化を図るため、地域の特色を活かした

自主的活動を支援し、地域力を最大限に発揮できるよう研修機会の充実を図っている。 

  

 
15 横手市教育委員会教育総務部生涯学習課「横手市生涯学習活動推進団体登録制度」横手市公
式サイト（https://www.city.yokote.lg.jp/kurashi/1001140/1001242/1001243/1005193.html）（参
照日 2024 年 3 月 27 日） 



56 

 

図表 ２-２０ 社会教育の推進、公民館を拠点とした 

市民協働のまちづくり活動への支援の参考資料16 

 

 

(サ) 環境美化推進員制度 

横手市では、自治会から推薦された「環境美化推進員」が市民と行政をつなぐパイプ役と

して、市の関係部署や他の環境美化推進員と連携し、ごみの減量やリサイクル活動を担って

いる。 

  

 
16 横手市教育委員会教育総務部生涯学習課「よこて学びプラン第４次横手市生涯学習推進計画
（令和４～８年度）」
（https://www.city.yokote.lg.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/006/664/20220330-
a4.pdf） 



57 

 

図表 ２-２１ 環境美化推進員制度の参考資料17 

 

 

(シ) 自主防災組織等の育成 

横手市では、災害における市民による相互扶助の重要性について、参加型の学習機会や防

災訓練の実施等、性別、年齢等にかかわらず、多様な市民が自主的に考える機会等を設け、

自主防災組織の整備促進に努めている。 

  

 
17 横手市市民福祉部生活環境課環境係「横手市環境美化推進員制度」横手市公式サイト
（https://www.city.yokote.lg.jp/kurashi/1001139/1001234/1002876.html）（参照日 2024 年 3 月
27 日） 
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図表 ２-２２ 自主防災組織等の育成の参考資料18 

 

 

(ス) 集落営農の組織化、地域の話し合いによる集落の問題解決プランの作成 

横手市による、地域農業の担い手へ農地を集積・集約化等することにより農業経営基盤の

強化を図る取組。また同市ではそれぞれの集落・地域において、将来的に地域の農地及び農

村を維持していくため、中核となる担い手とその農地利用の方向性について話し合いを行

い、人と農地の問題解決を図ることを目的とする人・農地プランの策定及び見直しに取り組

んでいる。 

  

 
18 横手市総務企画部危機対策課「横手市地域防災計画 第 2 編一般災害対策」横手市公式サイ
ト（https://www.city.yokote.lg.jp/kurashi/1001136/1001183/1002952.html）（2024 年 3 月 27
日） 
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図表 ２-２３ 集落営農の組織化、 

地域の話し合いによる集落の問題解決プランの作成の参考資料19 

 

 

(セ) 共助による雪処理の支援体制・仕組みづくり 

横手市による地域住民や自主運営組織による新たな仕組みづくりを支援する取組。 

  

 
19 横手市農林部農業振興課「第 2 次横手市農業振興計画平成 28 年度～37 年度」横手市公式サ
イト（https://www.city.yokote.lg.jp/shisei/1001179/1001469/1001474/1003795.html）（参照日
2024 年 3 月 27 日） 
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図表 ２-２４ 共助による雪処理の支援体制・仕組みづくりの参考資料20 

 

(ソ) 地域の組織づくりや共助力向上を目的とした補助金制度、雪対策連絡会及び市雪対策

連絡協議会の設置による市民意見の収集・意見交換 

市内の自治会・町内会や NPO・ボランティア団体などの各種団体が行う社会的活動や、

除雪活動等に対する補助金制度。また各地域に地域雪対策連絡会を開催し、各地域の雪処理

について地域住民と意見交換を行うもの。 

  

 
20  横 手 市 建 設 部 建 設 課 「 横 手 市 総 合 雪 対 策 基 本 計 画 」 横 手 市 公 式 サ イ ト
（https://www.city.yokote.lg.jp/kurashi/1001136/1001185/1002794.html）（参照日 2024 年 3 月
27 日） 
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図表 ２-２５ 地域の組織づくりや共助力向上を目的とした補助金制度、 

雪対策連絡会及び市雪対策連絡協議会の設置による市民意見の収集・意見交換の参考資料21 

 

 

(タ) 地域の多様な主体との協働による雪処理戦力の強化、地域住民等の委託による高齢者

世帯への除雪支援活動 

民生委員や福祉協力員等の協力を得ながら、企業や学生、ニートなどさまざまな立場の人

をも戦力として、除雪ボランティア参加者数の増加を図る取組。 

またシルバー人材センターや除雪業者では除雪作業員の確保が困難な場合、作業の委託

先を地域住民等へ拡大することで地域共助の醸成とマンパワーの確保を図る取組。 

  

 
21  横 手 市 建 設 部 建 設 課 「 横 手 市 総 合 雪 対 策 基 本 計 画 」 横 手 市 公 式 サ イ ト
（https://www.city.yokote.lg.jp/kurashi/1001136/1001185/1002794.html）（参照日 2024 年 3 月
27 日） 
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図表 ２-２６ 地域の多様な主体との協働による雪処理戦力の強化、 

地域住民等の委託による高齢者世帯への除雪支援活動の参考資料22 

 

 

(チ) スクールバスを活用した有償旅客運送の取組「柏木・大森病院線」 

横手市が運行するスクールバス車両の空き時間を活用した自家用有償旅客運送の取組。

公共交通の利便性向上を目指す新たな取組として令和 2 年 2 月から試験運行を実施し、令

和 3 年 4 月から本格運行開始。 

  

 
22  横 手 市 建 設 部 建 設 課 「 横 手 市 総 合 雪 対 策 基 本 計 画 」 横 手 市 公 式 サ イ ト
（https://www.city.yokote.lg.jp/kurashi/1001136/1001185/1002794.html）（参照日 2024 年 3 月
27 日） 
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図表 ２-２７ スクールバスを活用した 

有償旅客運送の取り組み「柏木・大森病院線」の参考資料23 

 

 

(ツ) 狙半内共助組織が運行する地域交通（実証実験） 

増田地域の狙半内地区では、共助組織が運行主体となって自家用有償旅客運送「上畑線」

を運行している。 

  

 
23 横手市総務企画部経営企画課「スクールバスを活用した有償旅客運送「柏木・大森病院線」
を運行しています」横手市公式サイト
（https://www.city.yokote.lg.jp/kurashi/1001144/1001292/1003875.html）（参照日 2024 年年
3 月 27 日） 
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図表 ２-２８ 狙半内共助組織が運行する地域交通（実証実験）の参考資料24 

 

 

(テ) 住民の自治運営を前提としたコミュニティ組織の設立の取組（地区会議） 

地区会議は市町村合併後においても充実した地域体制を残していくために、「市民感覚か

ら始まる行政の構造改革」、「住民と市政の双方向対話自治」をテーマとし、住民の自治運営

を前提としたコミュニティ組織の設立を図ることを目的として設置された。地区会議は概

ね旧市町村の小学校単位を基本とする 36 地区に設置されており、市は地区会議が申請・要

望するソフト及びハード事業に対し補助や支援を行っている。 

  

 
24 横手市総務企画部経営企画課「狙半内共助運営体によるミニバン運行「上畑線」」横手市公式
サイト（https://www.city.yokote.lg.jp/kurashi/1001144/1001292/1003817.html）（参照日 2024
年 3 月 27 日） 
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図表 ２-２９ 住民の自治運営を前提とした 

コミュニティ組織の設立の取り組み（地区会議）の参考資料25 

 
 

(ト) 自主運営組織による地域づくり活動（地区交流センター事業） 

横手市では地区交流センターを活動の拠点として、身近な地域課題への対応や生涯学習

事業など、総合的な地域づくりに取り組んでいる。28 ある地区交流センターのうち、22 の

センターは自主運営組織が運営、6 施設は市の直営。自主運営組織は生涯学習や地域づくり

に関心がある地域住民で構成されている。 

  

 
25  ま ち づ く り 推 進 部 地 域 づ く り 支 援 課 「 地 区 会 議 」 横 手 市 公 式 サ イ ト
（https://www.city.yokote.lg.jp/shisei/1001176/1005224.html）（2024 年 3 月 27 日） 
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図表 ２-３０ 自主運営組織による地域づくり活動（地区交流センター事業）の参考資料

26 

 

 

 

  

 
26  横 手 市 総 務 企 画 部 秘 書 広 報 課 「 市 報 よ こ て 令 和 5 年 8 月 号 」
（ https://www.city.yokote.lg.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/009/101/202308shi
hou.pdf） 
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図表 ２-３１ 自主運営組織による地域づくり活動（地区交流センター事業）の参考資料

27 

 

 

(ナ) 地域づくり活動補助金制度 

横手市では、地域課題を解決する活動や地域の活性化を図る活動に対して、その経費の一

部を補助している。 

  

 
27  横 手 市 総 務 企 画 部 秘 書 広 報 課 「 市 報 よ こ て 令 和 5 年 8 月 号 」
（ https://www.city.yokote.lg.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/009/101/202308shi
hou.pdf） 
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図表 ２-３２ 地域づくり活動補助金制度の参考資料28 

 

 

(ニ) 生涯現役社会へ向けた取り組み（横手市シルバー人材センターへの活動支援） 

横手市シルバー人材センターに対する活動支援や同センターへの本市業務の積極的な発

注などの支援により、高齢者の多様なニーズを踏まえた就労機会の拡大を推進する横手市

の取組。 

  

 
28  まちづくり推進部地域づくり支援課「地域づくり活動補助金」横手市公式サイト
（https://www.city.yokote.lg.jp/shisei/1001176/1001455/1003296.html）（参照日 2024 年 3 月
27 日） 
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図表 ２-３３ 生涯現役社会へ向けた取組 

（横手市シルバー人材センターへの活動支援）の参考資料29 

 

 

(ヌ) 居場所づくり推進事業 

横手市社会福祉協議会による、地域住民や様々な社会資源との協働による多様な居場所

づくりの取組。市民や引きこもりがちな方を対象に、地域住民が気軽に参加できる地域の居

場所や参加者同士の交流が生まれるレクリエーション等を提供。地域や社会とのつながり

づくり、当事者の課題解決や生きがいづくりなどの支援を行う。 

  

 
29  横 手 市 商 工 観 光 部 商 工 労 働 課 「 横 手 市 商 工 業 振 興 計 画 2019 ▶ 2025 」
（https://www.city.yokote.lg.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/004/775/shokogyosh
inkokeikaku_kaitei.pdf） 
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図表 ２-３４ 居場所づくり推進事業の参考資料30 

 

 

(ネ) 福祉ネットワーク活動推進事業 

横手市社会福祉協議会による、町内会等の小地域を単位とした住民の参加と協力による

支えあい・助けあいの活動(小地域ネットワーク活動)を推進する取組。具体的な事業及び活

動内容は、小ネットワーク会議・福祉座談会等の開催、住民支えあいマップの作成及び更新、

要援護者世帯の把握、見守り・安心ネットワーク事業(認知症徘徊見守り)、日常的な見守り

及び災害時の避難支援の推進、子ども食堂や学習支援の取組への協力など。 

  

 
30 社会福祉法人 横手市社会福祉協議会「横手市社会福祉協議会 令和 5 年度事業計画書」
（https://www.yokote-shakyo.jp/images/jigyou_pdf/jigyo_r05_keikaku_01_724kb.pdf） 
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図表 ２-３５ 福祉ネットワーク活動推進事業の参考資料31 

 

 

(ノ) 福祉協力員活動推進事業・いきいきサロン事業 

【福祉協力員推進事業】 

各町内に福祉協力員を委嘱し、地域住民や福祉関係者・機関と連携しながら様々な福祉活

動を行う横手市社会福祉協議会の取組。（概ね 40 世帯に 1 人が基準） 

 

【いきいきサロン事業】 

地域住民や当事者間の交流を深め、支えあいや助けあいの地域づくりを進めるため、地域

の自主的なサロンの運営や立ち上げに向けた支援を行う横手市社会福祉協議会の取組。 

  

 
31 社会福祉法人 横手市社会福祉協議会「福祉でまちづくり」横手市社会福祉協議会公式サイト
（https://www.yokote-shakyo.jp/fukushidemachi.html）（参照日 2024 年 3 月 27 日） 
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図表 ２-３６ 福祉協力員活動推進事業・いきいきサロン事業の参考資料32 

 

 

(ハ) 「おでかけ」付き添いボランティア 

横手市社会福祉協議会が養成、運用するボランティアの取組。支援内容は、転倒などの不

安から外出をためらっている方を対象とした買い物や通院、散歩への同行、付き添い。 

  

 
32 社会福祉法人 横手市社会福祉協議会「福祉でまちづくり」横手市社会福祉協議会公式サイト
（https://www.yokote-shakyo.jp/fukushidemachi.html）（参照日 2024 年 3 月 27 日） 
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図表 ２-３７ 「おでかけ」付き添いボランティアの参考資料33 

 

 

(ヒ) 共助組織の活動 

2012 年、横手市では住民有志による共助組織が 4 団体設立。2015 年には横手市共助組織

連合会としてネットワーク化され、現在 12 団体が参加。共助組織は高齢者世帯の雪下ろし

や除排雪支援等のサービスを支え合い・助け合い価格で提供しており、移動支援や買い物支

援など、地域内の様々な取組につながっている。 

 

(フ) 株式会社マルシメ（スーパーモールラッキー）の取組 

「お買い物バス」はマルシメが運行する無償の送迎サービス。横手市内、近隣市町村とス

ーパーモールラッキーを繋ぐ全 14 コースを自前バス 2 台で運行。またスーパーモールラッ

キーでは地域住民の悩みを解決する「困りごと相談窓口」の取組を行っている。社内で対応

できないことは、地元の企業とつくる「マルシメネットワーク」の加盟店を紹介している。 

 

 

 

(ヘ) コミュニティカフェ 「cafe オラん家（ち）」 

 
33  社会福祉法人  横手市社会福祉協議会「よこて社協だより 86 号  令和 6 年 1 月」
（https://www.yokote-shakyo.jp/images/shakyotayori_pdf/shakyotayori86.pdf） 
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横手市にあるコミュニティカフェ。「地域にみんなが気軽に訪れる場所があれば」という

思いからオープン。毎月最終日曜日に開催される「誰かさんのお誕生日会」では参加者にお

誕生日ケーキを無料で提供している。 

 

図表 ２-３８ コミュニティカフェ 「cafe オラん家（ち）」の参考資料34 

 

(ホ) 横手市連合婦人会、結核予防婦人会の取組 

 
34 横 手 市 総 務 企 画 部 秘 書 広 報 課 「 市 報 よ こ て  令 和 5 年 10 月 号 」
（ https://www.city.yokote.lg.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/009/101/202310shi
hiou.pdf） 
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全国的な運動である「複十字シール募金」や研修会への参加をとおした地域への伝達や手

作り品の寄付などのボランティア活動を行う。 

 

図表 ２-３９ 横手市連合婦人会、結核予防婦人会の取り組みの参考資料35 

 

 

(マ) 秋田県「コミュニティ生活圏形成事業」の取組 

人口減少や高齢化が進行する中で、集落における日常生活に必要なサービス機能を維持・

確保していくため、概ね小学校区（旧小学校区）程度の圏域で「コミュニティ生活圏」の形

成を図ることを目的に秋田県が実施している事業。横手市では令和元年度から山内地域を

モデル地区に選定し、本事業に取り組んでいる。 

  

 
35 朝日新聞社「横手市の婦人会、市に 300 万円寄付」朝日新聞デジタル（2022 年 12 月 3 日） 
（https://www.asahi.com/articles/ASQD26TSNQCSULUC00M.html） 
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図表 ２-４０ 秋田県「コミュニティ生活圏形成事業」の取組の参考資料36 

 

 

(ミ) 県営発電所周辺地域等振興事業を活用した地域交通 

横手市が運行する「平鹿ふれあいバス」は、平鹿地域内を巡回している無料のコミュニテ

ィバス。秋田県の県営発電所周辺地域等振興事業を活用している。 

 

  

 
36 秋田県あきた未来創造部 地域づくり推進課「コミュニティ生活圏の形成について」美の国あ
きたネット秋田県公式サイト（https://www.pref.akita.lg.jp/pages/genre/52132）（参照日 2024
年 3 月 27 日） 
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図表 ２-４１ 県営発電所周辺地域等振興事業を活用した地域交通の参考資料37 

 
 

 

（２）ヒアリング調査結果 

① A 地区交流センター センター長 

ヒアリング項目 結果概要 

地域課題、地域課

題の把握の方法、

実施に至った経緯 

 センター長と事務員 2 名の体制で、地区交流センターを運営。（いず

れも市の会計年度任用職員） 

 センター長自身が集落支援員を担っており、集落を巡回するとともに、

区長にも協力を依頼しながら住民からニーズをヒアリングし、課題の

把握に努めている。 

 地区交流センターには地域づくり部会があり、地域課題について協議

しており、①共助組織の促進、②移動支援、③買い物支援、④地域防災

を重点的に取り組む方針としている。 

活動内容  共助組織：県指定 NPO が中心に、行政から道路の草刈りや公民館の除

雪を仕事として受ける傍ら、依頼のあった高齢者世帯の除排雪作業な

どを行う。昨年度、比較的若い年代の消防団員で構成する新たな共助組

織の立ち上げ支援を行った。 

 移動支援・買い物支援：公共交通自体が少ない中、住民からの声を受け

移動支援について検討を始めた。自宅から公共交通機関まで、イベント

時の送迎、横手市内までの移動支援の３パターンの移動支援と自分で

予約できない人の予約支援の案を作成。当てにしていた市補助金の活

 
37横手市平鹿地域局平鹿地域課「ふれあいバスを運行しています」横手市公式サイト ＜ふれあ
いバスを運行しています｜横手市公式サイト (yokote.lg.jp)＞（参照日 2024 年 3 月 27 日） 

https://www.city.yokote.lg.jp/shisei/1001176/1001445/1001540/1003219.html
https://www.city.yokote.lg.jp/shisei/1001176/1001445/1001540/1003219.html
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ヒアリング項目 結果概要 

用ができないことが分かり、現在、実施できる形を模索している。 

 防災訓練：毎年、地区で実施している防災訓練の中で、新たに地域防災

のためのツール（災害リスク対応を学ぶカードゲーム）を使用した出前

講座を実施。 

 その他、地域の生涯学習活動やスポーツ活動等、年間 30 程度の事業に

関わる。 

地域住民・行政と

の関わり 

 地域づくり部会には、民生委員や区長が参加しており、積極的に意見を

出してくれる。ただし、一緒に活動をしてくれる人は、部会長等数名程

度。地域課題の解決に向け、キャッチボールできる相手を増やしていき

たい。 

 各部会には、地域局職員が協議や一部事業運営に参加している。地域活

動をする上での財源について行政と相談することもある。 

 地区交流センターとは別に、4 つの地区で地区会議を開き、それぞれの

地域課題等について議論している。地区交流センターの活動と重なる

部分もあるが、地域全域を俯瞰してできることと地区ごとにできるこ

とは異なると認識。 

今後の展開・課題  今後も人口減少し続けることにより、現在の活動やシステムが成立し

なくなる可能性がある。先を見据えて、限られた資源を有効に活用する

ことや、若い世代と高齢者が共存できる仕組みを作ること、地元の大学

とのつながりを活かすことなどを検討している。 

 地域住民と話し合う場として、地域の未来会議を開催したいと考えて

いる。一緒に活動できる人をどう増やすかが課題となっている。 

 

② B 地区交流センター センター長 

ヒアリング項目 結果概要 

地域課題、地域課

題の把握の方法、

実施に至った経緯 

 旧町村時代の制度の名残で元々、公民館とコミュニティセンターの両

方の機能を持つ。その中で、直売所の運営や共助組織の事務局等の役割

を担ってきた。 

 センター運営協議会（部落長、町内会内の公民館長、民生委員、福祉協

力員、婦人会役員、消防団等 34 人）で意見を収集するほか、共助組織

の事務局として生活支援の相談を受けることもある。①街灯の修理、②

通院や買い物支援等の要望が寄せられている。 

 3~4 年前には中学生以上全員（個人）を対象にアンケートを実施し、①

防災啓発事業、②通院・買い物、③共助等に関する要望が多くあがっ

た。 

活動内容  地域のニーズを受けて除雪と草刈りの助け合いを目的に、地区交流セ

ンターが事務局となり共助組織を立ち上げた。加入は任意、住民 1,500

人に対して、40-50 代を中心に 30 代半ばから 70 代前半の 46 人程が加

入している。 

 共助組織では、畑の畝づくりや草刈り、冬囲い、除雪の活動をする。高

齢者の自宅の他、行政から道路の草刈り等の委託を受けている。 

 作業料金 1,000 円～1,500 円／時程度。一旦、共助組織に入金され、5％

の事務手数料を引いた残りを活動してくれた人に支払う。年間の支援
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ヒアリング項目 結果概要 

件数は、60-70 件程度。 

 若い世代と同居しているケースでも、「家庭内の関係性上、若い人には

頼みにくい」という人もいる。お金を支払うことで気兼ねなく、支援を

お願いできるケースもある。 

地域住民・行政と

の関わり 

 元々、地域住民の中には建設業者や農業をしている人が多い。住民が自

分の仕事をする傍ら、空いた時間でボランティアとして共助組織に参

加している。 

 活動を実施するには、センター運営協議会への委員・住民の参加が必

要。委員から事業の提案があるのが自主運営組織の理想だが、現状は意

見がでないため事務局で案を検討して委員に意見をもらうに留まって

いる。 

今後の展開・課題  地区交流センターとして防災に力を入れたい。川の氾濫を経験してい

る高齢者は危機意識を持っているが、若い世代は危機意識が低い。 

 買い物、移動、ゴミ出しなどの困りごとについてセンターにも相談があ

るが、共助組織ですべてを担うのは困難であり、繋ぐ先が欲しい。買い

物支援について社協と相談したいが、ニーズを伝えるのみとなってい

て、解決までつながっているのか把握できていない。 

 

③ 横手市社会福祉協議会（第１層生活支援コーディネーター、第２層生活支援コーディネ

ーター） 

ヒアリング項目 結果概要 

地域課題、地域課

題の把握の方法、

実施に至った経緯 

 第 1 層１名、市内 8 地域でコーディネーター活動を担うエリアマネー

ジャー計 3 名を配置している。 

 年に一度、地区ごとに開催する小ネットワーク会議と地域の福祉協力

員の協力を得て、地域の課題や見守りが必要な人を抽出している。 

 横手市内で約 850 人（各行政区、町内会に 1～2 人）の福祉協力員を配

置しており、民生委員と協力して動いている。 

活動内容  小ネットワーク会議は、SC、民生委員や町内会長の他、警察や市の福

祉担当課等が参加。 

 参加者それぞれが日ごろの活動の中で把握した見守りが必要な人につ

いて、相談・共有している。具体的には、地域の中で孤立している人や

支援が必要になってきた人を把握したり、地域の課題について話し合

う。 

 会議で見守りが必要な人について、互いに知り合うことで日頃の連携

に繋がっている。小ネットワーク会議を持っている集落であれば、町内

会長や民生委員に相談することで、見守りに繋がる。 

 社協窓口では、福祉協力員や民生委員と普段電話等でコミュニケーシ

ョンしながら、情報を共有している。福祉協力員は、民生委員より細か

い単位で地域に入っており、困りごとを拾うセンサーの役割を担って

いる。 

 第 2 層協議体は旧市町村単位で活動してきたが、範囲が広く、うまく

地域課題を拾うことができなかった。（ある地域でニーズがあっても別

の地域ではニーズがなく、前に進めないことも多い。） 
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ヒアリング項目 結果概要 

 旧市町村単位ではなく、地区単位で活動することで、生活圏域で話し合

えるため、具体的な困りごとが拾えるようになってきている。 

 地域の課題や個別ケアが必要になった場合は、福祉サービスや関係各

所と情報連携して対応にあたっている。 

地域住民・行政と

の関わり 

 社協の事業で対応できる範囲外のニーズがあった場合、市の担当課や

関連機関、民間の移動販売、弁当屋、ボランティア活動をしている人に

繋いでいる。地域の共助組織に協力を依頼することもある。 

今後の展開・課題  市からの委託事業の成果を分かりやすく示す上で、“会議を開催する”、

“事業を作ること”が求められているように感じている。日頃の見守り

や支え合いのネットワークを把握する活動が重要だと思っているもの

の、成果として伝えにくい部分がある。 

 

④ 狙半内共助運営体 会長 

ヒアリング項目 結果概要 

地域課題、地域課

題の把握の方法、

実施に至った経緯 

 組織の設立は平成 24 年 9 月 26 日。地域の会長、老人クラブの会長、

6 集落の会長ら 12 名で立ち上げた。 

 県と国による少子高齢化を見据えた社会実験ということで、県南 NPO

から話を持ちかけられたことをきっかけに組織を立ち上げた。事務局

は地域センターの中に置くことになったが会長を担う人がおらず、当

時自治会長だった自分が会長を兼任する形で立ち上げた。 

 自治会長を務める自身が、住民との会話の中で課題を把握している。 

 主な支援内容を移動支援と除雪・雪下ろしに決定した理由は、高齢者が

町へ行く際にバスでの移動と乗り換えに対し、常に不安を感じている

という住民の声を受けたこと、また狙半内地区は豪雪地帯であり、人口

減少と高齢化に伴い除雪、雪下ろし作業をできる人が減っているため。 

活動内容  主な支援内容はミニバンによる移動支援、雪下ろし。その他木枝の剪

定、家や小屋の解体等様々な依頼が寄せられる。細かいものでは家の電

球の交換、蜂の巣の駆除、片付け等がある。 

 今年度の雪下ろし件数は 10 件。雪降ろしができる人は 8～10 人。 

 ミニバンドライバーの賃金は 6,000 円。自身含め 3 人体制で運行して

いる。利用人数は多い時で 170 名、コロナ後は 70～120 名程度。 

 月～木曜日は共助組織によるミニバン、金曜日は地域のスーパーがバ

スを運行している。バスに乗り遅れた人を自分が自家用車で迎えに行

ったり、冬場は道が狭く、バスの走行が困難なため、自分が自家用車で

先導したりもしている。 

 身体機能等の衰えから、通常のバスでは 1 人で買い物に行くことが難

しかった高齢者に対し、乗降時や荷物を家の中まで運ぶ等介護面での

フォローができたためミニバンの利用人数が徐々に増加した。 

地域住民・行政と

の関わり 

 移動支援を始めて地域や周りの人に変化があった。地域の人も含めて

困っている人に対する親切心が増えたように思う。具体的には病院の

診察時間をバスの時間に合わせてくれるようになった。薬局の受付の

方が声をかけてくれたり、運転していると手を挙げてくれる人もいる

など、地域の中で認知されてきている。 
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ヒアリング項目 結果概要 

 共助組織の活動を手伝ってくれる人には、活動を強制しないようにし

ている。強制になるとプレッシャーがかかってしまい辞めてしまうた

め、空いている時間の中で、できる範囲で応援してもらっている。 

 地域をよく知らずに取り組もうとすると失敗する。何か始める時は地

域の中でもやる気のある人を何人か見つけてやることが必要。各自の

得手不得手、やりたいこと等を組み合わせないとうまくいかない。 

 行政は、ある程度、事業の運用を地域に任せることで、工夫が生まれ

る。行政と地域の活動主体の間の信頼関係が重要。運行経路や賃金振込

の件で横手市も柔軟に対応してくれるようになり、市とドライバーお

互いの負担軽減になっている。 

今後の展開・課題  高齢化により担い手がいないことに一番困っている。特に雪下ろしの

担い手確保が難しい。狙半内地区の住民だけで運営するのは無理があ

るので、狙半内地域外から応援をもらう形で動いている。（具体的には

市街地に引っ越した人に声をかける、民間企業と派遣協定を結ぶな

ど。） 

 

⑤ 株式会社マルシメ 

ヒアリング項目 結果概要 

地域課題、地域課

題の把握の方法、

実施に至った経緯 

 お買い物バスの取り組み開始は 2011 年 9 月 19 日。秋田県の成熟型社

会対応サービス産業支援事業の補助金を使用し地元のジャンボタクシ

ーを手配して 9 月～春までの 7 か月間を実証実験として開始した。 

 翌年 3 月に継続の可否を検討したところ、お客さんの反応がとても良

かったため、社内の別事業（結婚式場）で使用していたマイクロバスの

空き時間を活用し継続することに決定。7 月より自社マイクロバスとし

て本格稼働。 

 

活動内容 ＜お買い物バス＞ 

 お買い物バスはマルシメの自前バスによる無償サービス。横手市内、近

隣市町村を含め全部で 14 コースを 2 台で運行。最も一番遠い運行経路

は東成瀬村の草ノ台で、片道 40 分程度を要する。 

 最盛期の述べ利用人数は 19,000 人近く、2023 年の述べ利用者数は

14,579 人。 

 この事業だけで見ると赤字だが、バスで来る方は普段よりも多く購入

する方が多く、何より喜んでくれる。 

 乗車時にスーパーのポイントカードを提示してもらうことで買い物に

来ることの証、意思表示としている。 

 行きよりも帰りの利用が多い。行きは家族等に送迎してもらい病院の

後に買い物をしてスーパーが運行するバスで帰宅するパターンでの利

用が多い。当初は人数が溢れることもあり、荷物用の車を別途用意する

こともあった。 

＜困りごと相談窓口＞ 

 昨年の相談で最も多かったものは草刈り。他には庭木の剪定、蛇口の水

漏れ、屋根の塗装、網戸張替、壊れた物品の引き取り等がある。 
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ヒアリング項目 結果概要 

 社内で対応できないことは、地元の企業とつくる「マルシメネットワー

ク」の加盟店を紹介している。草刈りは業者がいないため、ほぼ自社で

対応。 

 お客さんは料金をマルシメに支払うことで、業者は集金の手間が省け

るメリットがある。 

地域住民・行政と

の関わり 

 困っている人を助けるために始めた事業だが、地元の交通事業者との

間にはある程度の軋轢もある。 

 令和 3 年頃、県内の自動車販売会社と協働で「困りごとを一緒に解決

したい」と、市に提案を持ち掛けたことがある。具体的な提案出なかっ

たこともあり、進展しなかった。 

今後の展開・課題  これ以上の拡大はリソースの制約上難しいため、当面は現状維持。コー

スを再編するなど徐々に見直しを進め、乗車人数を増やすことを目標

にしている。 

 市が運行する循環バスやデマンド交通などと連携し、例えば公共施設

などをハブとして、買い物バスに接続できるような仕組みが作れると

よいかもしれない。こうした取組の可能性を模索したい。 
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